
はじめに

独占禁止法は平成17年度に課徴金引上げ

を中心とする改正がなされたが，それに引き

続いて，内閣府では独占禁止法の違反抑止制

度の在り方等に関する検討がなされている。

そこでは，課徴金の抑止力が引上げ後の算定

率等で十分であるか否かといった意見が検討

されている1。このような議論がなされる背

景には，課徴金を何度引き上げてもカルテル，

特に入札談合が後を絶たないことがあるもの

と考えられる。

そこで本稿では，課徴金算定率設定等が現

行法の考え方で良いのかを経済学的視点を入

れて改めて検討し，カルテル防止につながる

方法を提案しようとするものである。

１．カルテルとは

カルテルとは，独禁法上は不当な取引制限

と言われ「事業者が，契約，協定その他何ら

の名義をもつてするかを問わず，他の事業者

と共同して対価を決定し，維持し，若しくは

引き上げ，又は数量，技術，製品，設備若し

くは取引の相手方を制限する等相互にその事

業活動を拘束し，又は遂行することにより，

公共の利益に反して，一定の取引分野におけ

る競争を実質的に制限すること」とされ（独

禁法２条６項），私的独占とともに禁止され

ている（独禁法３条）。カルテルが禁止され

るのは，価格等の協定をすることにより独占

状態が人為的に作りだされ，各企業の限界費

用より高い価格が設定されるとともに販売量

が減少することで経済全体に非効率が生ずる

ためである。

つまり，生産量を x，価格を p，逆需要関

数を ( )x p x= ，ただし， ( )<p x 0l ，費用関数を

( )c x ，ただし， ( )>c x 0l とすると，独占企業

の利潤最大化の必要条件は， x p x x= -%] ]g g

( )c x を x について微分したものをゼロとおい

たものであるから， ( ) ( ) ( )p x p x x c x+ =l l であ

り，これを満たすように企業は最適生産量を

決定することになる。その際，独占価格

( )p p x
m m

= は限界費用 ( )c x
ml より ( )p x x

m ml だ

け高くなっている。その結果，販売数量は競

争市場のときより減少するとともに，生産者

に独占的レント（利益率の上昇）が生じ，社

会的総余剰も減少するからである。

このようなカルテルが生じやすい条件とし

ては，

① 財が差別化されていないこと（価格競争

が生じやすい），

② 市場における企業数が少ないこと（少な

いと企業間のコミュニケーションが容易，

逆に企業数が多いとカルテルに参加しない

企業の出現を防止できない2，

③ 企業間の生産コスト差が小さいこと（コ

スト差が大きいとコストが安い企業ほど安

い価格をつけようとするのでカルテルが生

じにくい），

④ 市場への新規参入が困難なこと（新規参
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入によりカルテルが崩壊しやすい），

⑤ 需要の価格弾力性が低いこと（価格弾力

性が高いほど価格変更へのインセンティブ

が高くカルテル破りの可能性が高くなる），

⑥ 複数企業が，長期にわたりくり返し製品

を製造・販売していること

などがあげられる3。

２．カルテルの防止策

カルテルを防止するには，上記カルテルの

成立しやすい条件を除去すればよいことにな

る。しかし，現代経済社会でその最大のネッ

クとなっていると考えられるのが，「市場に

おける企業数が少ないこと」であろう。実際，

公取委の累積出荷集中度データによると，３

社による出荷累積度の平均（最新年，単純平

均）はすでに67.9％，５社では80.3％となっ

ている4。このような条件の中では，なにも

せずに放置しておくと多くの産業でカルテル

が成立する可能性があることになる。そのた

めに独禁法によるカルテル規制が存在するわ

けであるが，その規制を有効に作用させるに

は，カルテルの存在，つまり共謀関係の認定

がしやすく，罰則が厳しいものである必要が

ある。

３．一般のカルテルと談合の違い

ここまではカルテルについて，一般のカル

テルと入札談合について区別なく扱ってきた。

確かに，一般のカルテルと入札談合は，法律

上同一のものとして扱われているし，経済現

象としても一般のカルテルと入札談合には本

質的な差はないとされることが多い5。例え

ば，一回の値付け意思決定ゲームの利得表で

一般のカルテルと入札談合を見てみると以下

のようになる。

一般的カルテルの場合をみると， < /a c 2

ならば，カルテルに参加する戦略がナッシュ

均衡となり， <c a の場合にはカルテル参加

のインセンティブはなくなる。 / < <c a c2 の

場合には，相手を出し抜く戦略がナッシュ均

衡となり，囚人のジレンマ状態となる。入札

札談合をこの一回の値付けゲームの利得表で

みる限りカルテルと異なるように見えるが，

長期的な利益の譲り合いがある場合には，

「参加／譲る」，「参加／獲る」の ( , )c 0 ，( , )c0

が半分ずつ実現することになり，最終的には

/c 2 で利益を分け合い一般のカルテルと同様

になる6。

しかしながら，一般のカルテルと入札談合

が同様になるのはあくまでも，「長期的な利

益の譲り合いがある場合」である。つまり，

入札談合はカルテル以上にくり返しを前提に

したゲームと考えられるのである。このこと

から，入札談合は一般のカルテルと異なった

面を有することになる。

それは，第一には，一般のカルテルは，相

互に事業活動を拘束するという合意のみや偶

発的なカルテルといったものでも成立しうる

のに対して，入札談合は入札談合に参加する

という合意とともに，毎回の入札に際して

「譲る／獲る」の合意（二重の合意の必要性）

が必要となり7 8，さらに，それらを差配する

者が必要となっている可能性が高いというこ

とである。もちろん，一般のカルテル，入札

談合を問わず，お互いの事業を拘束するとい

う合意は企業同士がお互いを信頼しあえば明

示的な取り決めをしなくても成立可能である。
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しかし，暗黙的合意の場合には取り決めの実

現を容易にするために企業の情報交換などな

んらかの協調的な行動が必要となる。二重の

合意が必要な入札談合の場合は情報交換がよ

り具体的でなければならず，暗黙の合意が成

立しにくいと考えられる9。

第二に，一般のカルテルの場合と異なり入

札談合の場合は，「譲る／獲る」の輪番によ

る共謀者間の利益配分が必要であるため，共

謀者の協調しようとしている合意期間が一般

のカルテルの場合より長期である可能性があ

る。その期間は談合に参加する企業が公共工

事などで持ち回り落札ができ期待される利益

率が実現するに十分な期間でなければならな

い。つまり，ある期間内に参加業者が入札談

合から離脱し利益を独り占めするおそれが

あってはならないのであり，入札談合ゲーム

は，参加者にとって何時終わるか分からない

無限回のゲームであるという状況であること

が望まれるのである10。

第三に，一般のカルテルの場合は，大量生

産品を前提に消費者がどの商品をどの程度買

うかについて不確実な状態であるのに対して，

談合の場合は，単品生産品をすべて消費者

（発注官庁）が買うことになっている。その

違いは独禁法違反の損害賠償請求訴訟では損

害額の算定あるいは不当利得の推定方法の違

いとなって現れてくる。

つまり第四に，独禁法違反の損害賠償請求

訴訟では損害額の算定あるいは不当利得額の

推定については，一般のカルテルの場合には，

前後理論が使われている。この理論の考え方

は，違反が行われる以前の状態と行われてい

る期間の価格を比較してその差額を損害ない

し不当利得とみなすものである。これに対し

て，入札談合の場合には，物差理論が使われて

いる。この理論の考え方は，他の類似案件で

違法行為がないものとの比較を行うものであ

る。具体的には，落札率（落札額／予定価格）

を他の類似の入札案件の落札率との比率を超

過支払率とみる方法がとられることになる。

これらの違いを前提として，以下のカルテ

ル防止策を論ずることとする。

４．カルテルの防止策の強化�
―共謀の認定について

カルテルの認定がしにくいケースは，明確

な共謀関係の存在がなく，共謀関係が暗黙の

合意でなされている場合でカルテルによる値

上げと寡占市場の下での合理的な企業行動と

しての同調的な値上げの区別がしにくい場合

である。このような場合には，独禁法違反行

為の認定は具体的な意思の連絡などではなく，

客観的な経済データから価格設定の協調行動

などが推定されればよいという提案がみられ

る11。このような問題が顕著にあらわれるの

は二重の合意が必要とされない場合，つまり

一般のカルテルの場合である。この場合には，

価格上昇額の算定あるいは不当利得額の推定

については前後理論が使われる。そして，前

後理論では，該当期間内の価格上昇がカルテ

ルによるものとそれ以外の要因による（例え

ば原材料の値上がり）ものの可能性がある場

合には，カルテルによる値上がりだけを取り

出すために回帰分析による推計が有力な手段

として利用されうる。そして，実際に米国の

反トラスト法損害賠償訴訟では多く利用され

ている12。

ただ，経済データによる証拠，特に回帰分

析からカルテルを認定することは証明度の観

点から問題はないのかとの問題提起もある13。

一定期間内の収益の推計に関しては，麻薬特

例法14条などで許されている。それは検察

官が，①犯人が同法５条（麻薬等の輸出入・

製造等）の罪を犯したこと，②犯人が５条各

号に掲げる行為を業とした期間内に特定の財

産を取得したこと，③当該財産の価額が前期

期間内の犯人の稼動状況又は法令に基づく給

付の受給の状況に照らし不相当に高額である

ことを立証した場合，当該財産を５条の罪に

係る薬物犯罪収益と推定するものである。本
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条により推定が許されるのは「犯人が，正当

な収入に照らして不相当に高額な財産を当該

期間中に取得していれば，その財産は，薬物

犯罪を業としたことにより得られたものであ

るとの高度の推定が働くと考えられるし，当

の財産を取得したのは犯人自身であるから，

他に取得原因がある場合においてこれを犯人

自身が反証することは通常は容易である」か

らであるとされる14。

このように一定期間の収益について推定が

許される根拠を「高度の推定」と「反証の容

易性」とした場合に，回帰分析的手法による

推計がその２つの要請に合致するか問題とな

る。それは回帰分析が，ある変化間の関係を

確定的（deterministic）な関係として捉えて

いるのではなく確率的（stochastic）なもの

として捉えているから生ずる問題でもある。

ポパーがいうように「確率言明は．．．原理的

には厳密な反証可能性をもたない」15とすれ

ば，先に回帰分析といった確率的方法による

証拠を提出すると，後からは反証することは

不可能となってしまうことになる。しかし，

実際には「いかなる統計テストの手続きでも

『棄却域』と呼ばれるものを定め，それから

あるテストにおける仮説（たとえばＨ）が，

もしその統計テストの結果，観察された値が

この『棄却域』にあれば，反証されたものと

して扱（う）」16という反証ルールが採用され

ている。これによると，回帰分析でカルテル

が存在したかどうかを検証する方法として，

例えば，被説明変数に当該品の当月の価格，

説明変数に，当該品目の価格の前月の価格，

原材料費などを入れた上，カルテルの存在前

後にダミー変数を入れて，当該品目の価格を

推計し，ダミー変数のパラメータがゼロであ

るという帰無仮説がｔ検定で５％有意で棄却

された場合には，カルテルの存在があったと

認定されるという手続がとられる。この場合，

被告側がカルテルの存在を否定する，つまり

反証するには，ダミー変数の有意性を否定す

るか，有意でもパラメータの値が無視しうる

ほど小さいことを示せばよいことになる。

計量経済学的には不要な変数を入れている

ことよりも必要な変数が抜け落ちていた場合

の結果の影響が大きい（数学注）。カルテル

など企業犯罪では企業側に証拠が多いとされ

る。検察側が少ない証拠，つまり変数で回帰

分析を行って価格上昇を示し，少ない変数で

説明できない部分をダミー変数としてカルテ

ルの左証としようとするのに対して，その結

果を被告企業が不満と考えるのであれば，被

告企業側が独自にもっている価格上昇要因に

関する新たな変数，例えば，販売・仕入れに

関するデータや稼動率などを入れて推計し，

推計精度が上昇し，かつダミー変数の有意性

を否定するという手続をとればよいことにな

る。このような考えによれば「反証の容易性」

は高いといえよう。

これに関して，例えば，イギリスの組織犯

罪法（Serious Organised Crime and Police

Act 2005）では，組織犯罪関係者の保釈許可

条件の監視について，保釈後５年から10年

にわたり６か月に１度，収入，資産，出資な

どを記した詳細な所得申告書の提出を義務づ

けること，すべての銀行口座，クレジット

カードの申告を義務づけ，それ以外の手段に

よる金銭のやり取りを禁止し，その違反は保

釈許可の取消又は拘禁刑によって罰せられる

としている。これは保釈条件に係ることであ

るが，証拠の立証の容易な側に証拠の提出責

任を負わせる例である。

一方，回帰分析での「高度の推定」はどう

であろうか。回帰分析などは説明変数や推計

方法を変更することで推計の robustness，

精度を高めることはできなくはない。しかし，

前述のように，もともと回帰分析などによる

推計は確率的なものであり絶えず反証の可能

性が残されている。そこでは，「反証の容易

性」と「高度の推計」はコインの両面の関係

にある。それゆえ，それらは一体として，回

帰分析的推計を証拠としてどのように位置づ

けるのか，立証責任をどちらにもたせるのか
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などについて判断基準のルール化が必要にな

る17。

いずれにしても，暗黙の合意の可能性の高

さと不当利得・価格上昇存在の認定方法の違

いからみると，共謀認定については，一般の

カルテルと入札談合は区別して考えてよいの

ではないかと考えられる。

５．カルテルの防止策の強化�
―罰則の強化について

５－１．課徴金算定期間について

現行法では課徴金の算定期間は３年に限定

されている。しかし，カルテルはゲーム論的

には長期的な協調関係が成立していなければ

ならない。特に，入札談合では長期的な利益

配分の持ち回りが前提として成立しているの

でより長期の協調関係が期待されていると思

われる18。このため，内閣府の『論点整理』

でも「課徴金の算定期間が最大３年間に限定

されているのは適当でない」との意見が出さ

れている19。また，公正取引委員会の新課徴

金算定率の根拠となった過去のカルテル事案

の説明では，「かねてからカルテル価格を維

持していて，原材料価格の上昇を受けて，値

上げを合意した事件の場合には，競争市場価

格を推計し難い」としてデータから除外して

いるが，もし，回帰分析を利用してカルテル

による価格上昇を認定するのであれば，「か

ねてからカルテル価格を維持していている場

合も」推定期間を延ばすことで価格上昇を認

定することが可能となる。この点からも，課

徴金の算定期間を３年に限定する理由はない

と思われる。

５－２．算定率の水準について

課徴金の算定率については，かつては課徴

金が不当利得と擬制されていたため，法人企

業統計の利益率をもとに決定されていた。し

かし，独禁法の平成17年改正では課徴金が

不当利得相当額以上を課すものとされたため20，

算定率は利益率と一応切り離されたものとさ

れた。それまでの裁判例を見ると，課徴金制

度と不当利得制度との関係，課徴金額の算定

方式については以下のように述べられていた。

【東京高判平成９年６月６日】

「独占禁止法が課徴金によって剥奪しようと

する不当な経済的利得とは，あくまでカルテ

ルが行われた結果，その経済効果によってカ

ルテルに参加した事業者に帰属する不当な利

得を指すものであり，しかも，同法は，現実

には，法政策的観点から，あるいは法技術的

制約等を考慮し，具体的なカルテル行為によ

る現実の経済的利得そのものとは一応切り離

し，一律かつ画一的に算定する売上額に一定

の比率を乗ずる方法により算出された金額を，

いわば観念的に，右の剥奪すべき経済的利得

と擬制しているのである。これに対し，民法

上の不当利得に関する制度は，正当な法律上

の理由がないのに経済的利益を得て，これに

よって他人に損失を及ぼした者に対し，公平

の理念に基づいて，その利得の返還を命ずる

制度であり，この場合，返還を命ぜられる利

得の額は，損失の範囲に限られる。右のよう

に，民法上の不当利得に関する制度は，専ら

公平の観点から権利主体相互間の利害の調整

を図ろうとする私法上の制度であって，前示

の課徴金制度とはその趣旨・目的を異にする

ものであり，両者がその法律要件と効果を異

にするものであることはいうまでもない . . . 。

本件においても，当然には，本件課徴金と国

が原告らに対し返還を求めている不当利得金

とが実質的に重複する関係にあり，原告らが

同一の事実関係を原因として二重の経済的不

利益を課される結果とならないように両者の

調整を要するものといえないことは明らかで

ある。」

この裁判例では，課徴金が不当利得である

ことを正面から認めている。

【東京高判平成13年２月８日　判時1742号96

頁】

「（課徴金制度は）本来的には，カルテル行

為による不当な経済的利得の剥奪を目的とす

97―　 ―



る制度である。そして，このような課徴金の

経済的効果からすれば，課徴金制度は，民法

上の不当利得制度と類似する機能を有する面

があることも否め（ず）. . . 課徴金制度は，

カルテル行為があっても，その損失者が損失

や利得との因果関係を立証して不当利得返還

請求をすることが困難であることから，カル

テル行為をした者に利得が不当に留保される

ことを防止するために設けられたものであ

（り）. . . 。そのような制度の趣旨目的から

みるならば，現に損失を受けている者がある

場合に，その不当利得返還請求権が課徴金の

制度のために妨げられる結果となってはなら

ない。」

この裁判例では，課徴金制度と不当利得制

度の類似性を認め，かつ，課徴金制度の創設の

理由を不当利得の立証の困難さに求めている。

【最高判平成17年９月13日　民集59巻７号

1950頁】

「原審の判断の要旨は，. . . 課徴金制度が制

裁的色彩を伴っているものであることは否定

できないが，課徴金制度の基本的性格はあく

までもカルテルによる経済的利益のはく奪に

あるから，役務とその対価を把握するに当

たっては，可能な範囲では課徴金の額が経済

的に不当な利得の額に近づくような解釈を取

るべきである。. . . したがって営業保険料の

うち保険金の支払に充てられた部分は，基金

に留保され，保険団体内部での資金移動に供

されるだけのものであるから，前記役務に対

する経済的な反対給付，すなわち対価とみる

ことはできない。. . . 対価は，営業保険料か

ら支払保険金の額を控除した部分である。...

しかしながら，原審の上記判断は是認するこ

とはできない。. . . カルテル禁止の実効性確

保のための行政上の措置として機動的に発動

できるようにしたものである。また，課徴金

の額の算定方式は，実行期間のカルテル対象

商品又は役務の売上額に一定率を乗ずる方式

を採っているが，これは，課徴金制度が行政

上の措置であるため，算定基準も明確である

ことが望ましく，また，制度の積極的かつ効

率的な運営により抑止効果を確保するために

は算定が容易であることが必要であって，

個々の事案ごとに経済的利益を算定すること

は適切でないとして，そのような算定方式が

採用され，維持されているものと解される。

そうすると，課徴金の額はカルテルによって

実際に得られた不当な利得の額と一致しなけ

ればならないものではないというべきであ

る。. . . 損害保険契約に基づいて保険者であ

る損害保険会社が保険契約者に対して提供す

る役務は，. . . 損害をてん補するという保険

の引受けである。以上によれば，. . . 営業保

険料の合計額が，独禁法８条の３において準

用する同法７条の２の規定にいう売上額であ

ると解するのが相当である。」とし，不当利

得との関係を否定し，課徴金の抑止効果を是

認した判決となっている。ただし，課徴金額

の設定については，「課徴金の額を定めるに

当たって売上額に乗ずる比率については，業

種ごとに一定率が法定されているが，この一

定率については，課徴金制度に係る独禁法の

規定の立法及び改正の過程において，売上高

を分母とし，経常利益ないし営業利益を分子

とする比率を参考にして定められているとこ

ろ . . . 」。

この裁判例では，算定率が売上高経常（営

業）利益率に基づいて設定されていていたと

いう立法の経緯を認めつつも，不当利得と算

定率の乖離という現状を追認するものとなっ

ている。

このような裁判例の流れに対して，内閣府

の課徴金の再引上げに際する議論では，不当

利得相当額をベースとしないとしても，課徴

金額には合理的な根拠が必要といった意見も

出されているが，一方，不当利得の算定が利

益率と完全に切り離されるのであれば，課徴

金額は経済的には，算定額が利益率の100％

を超えない限りは，「最低限不当な利益の剥

奪であり，むしろ犯罪行為による利益の剥奪」
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という考え方になる。これは，没収・追徴の

目的・趣旨となんらか違いがない。没収は，

犯罪組成物（刑法19条１項１号），犯罪供用

物（１項２号），犯罪生成物・取得物・報酬

物（１項３号），犯罪対価物（１項４号）に

対して行われるが，組成物と供用物の没収は

「再び犯罪行為と関連を持つに至るのを防止

することを主たる目的とする」ものであり，

生成物・取得物・報酬物の没収は「犯罪によ

る利益をはく奪することを主たる目的とする

もの」ものであるとされる。さらに，対価物

は「不正利得の剥奪を徹底しようとするもの」

とされている21。ただ，没収の場合の対象物

は「有体物」に限定されており，追徴につい

ても，口座振込みのように，当初から無形の

利益であった場合には，できないこととされ

ている。これに対して，麻薬特例法は無形の

利益の剥奪やさらには薬物犯罪等の利益が変

形した財産や収益から生じた収入その他の利

益まで没収・追徴できるようになっており

（麻薬特例法２条２項），この場合には，薬物犯

罪収益を得るのに要した原価，費用等は没収

すべき薬物犯罪収益の額から控除されない22。

このように，課徴金を不当利得ということ

と切り離して解するのであれば，極論では，

没収・追徴と同様に，コストなども差し引か

ず，また，算定率を乗じるべきではないとい

える。しかし，今回の課徴金引上げでもかな

りの反対があったように不正な利益の全額を

課徴金として徴収することは非現実的であろ

う。

それではどのような水準を課徴金算定率の

水準として設定することが妥当なのであろう

か。カルテルによる価格上昇分が違法利益で

あるという説明は分かりやすいし，計算自体

にも無理がない。カルテルが生じて市場参入

が起きない場合には，カルテル均衡は独占均

衡と同様になる。カルテルが生じている場合

には，価格が高くなり，販売量が減少してい

るが，生産者に独占的レントが生じているの

であるから，独占の場合の売上高は完全競争

の場合より多くなっているはずで（そうでな

ければカルテルを形成しないはずである），

カルテル企業の売上単価×数量から把握され

る売上高は競争状態に比べ過小に評価されて

いることにはならない。つまり，

( ) > ( )p x x p x x
m m× ×

となっている。そのため，カルテル均衡のも

とでの価格と生産額（出荷額）などをベース

にカルテルの不当利得を計算することは，カ

ルテル期間の把握が妥当であればとりあえず

は過小評価とはならないからである。

しかし，違法な利益という場合でも当事者

が獲得した超過利潤ではなく，カルテルに

よって減少した損失（社会的余剰の損失）と

いう考えもありうる。このような場合には，

企業の限界費用曲線の形状が重要となるが，

規制当局が独占や不完全競争企業の限界費用

やその曲線の形状を把握することは現実には

不可能だと思われるので23，社会的損失を違

法利益として課徴金の明確な根拠とすること

は不可能である。また，別商品までも考慮に

入れると別商品を購入したことによって本来

の効用が得られなくなった場合の効果や，別

商品がカルテル商品とともに値上がりしたな

どの効果なども含まれることになる。また，

長期的な効果も含めるとカルテルによる技術

革新の遅延などの損失効果もありうるし24，

長期費用曲線などの把握は一層困難となる。

このように社会的コストや長期的効果の計測

が困難であれば，算定率の設定は，結局のと

ころ，抑止にとっていくらなら良いかという

経験則によって定めるしかないことになる。

５－３．課徴金算定率の分離について

ただ利益率 a+ の設定の根拠を明確にする

ことが困難だとしても，現行法では，基本的

には，製造業等，小売業，卸売業の３業種を

大企業と中小企業の２つの規模で区分してい

る（つまり６つのマトリックスで区分する）

だけであり，手続は煩雑になるがこれをより

詳細にすることで若干の改善をすることは可

能である。たとえば，寡占度が高いほどカル
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テルが生じやすいが，わが国や米国での実証

分析によると寡占度が高いほど（非競争的な

市場ほど）利益率が高いとされている。競争

圧力の小さな市場ではマーケットシェアや参

入障壁の存在が超過利潤の発生原因となって

いるのである25 26 27。つまり，寡占度が高く

カルテルが生じやすい産業ではもともとの利

益率が高いのでカルテルを形成することによ

る利益率の上昇率は低いということになる。

一方，入札談合は指名競争入札によって，人

為的に参入障壁が造られ，寡占度が高くされ

るものである。それゆえ入札談合に参加して

いる企業のもともとの利益率が高いかは寡占

産業であるかどうかほど明確でない。逆に，

公共工事では入札談合がなされる傾向が多い。

それは過当競争がなされているため利益率が

低いので談合がなされているともいわれる。

つまり入札談合では利益率の上昇率が高い可

能性がある。実際，公正取引委員会の推計値

でも，入札談合の方がカルテルより価格上昇

率は高くなっている（入札談合事件の平均

18.6％に対して，一般のカルテル事件の平均

12.1％）し，米国での実証分析でも一般的に

は一般のカルテル事件より入札談合事件のほ

うが価格上昇率は高いように思われる28。

このような点に加え，前述したような利益

推定の方法の違いなども考えに入れると，一

般カルテルと入札談合では課徴金算定率を分

けて規定する方が妥当だといえよう。そして

不当な取引制限事件のうち，多くが入札談合

であることから考えると29，入札談合と一般

のカルテルを分けて算定率を定めるだけでも

平均の課徴金は高くなり，算定率が高めに設

定されるカルテルの太宗を占める入札談合へ

の抑止効果は高まる可能性はあると考えられ

る。

おわりに

課徴金の算定率の根拠を利益率から完全に

切り離すことは，没収・追徴のように全額を

剥奪するという非現実的なことを行うかそれ

とも抑止に最適な社会的なコストを見つけ出

すというかという経験則に基づく長期的な作

業を行うかの選択かもしれない。そして現実

社会は後者の道を選んでいる。その中で早期

にできることとしては，すでに実証できてい

て，かつ，理論的にも差がある一般のカルテ

ルと入札談合の差に基づいた算定率を設定す

ることではないかと思う。これにより，カル

テルで多く割合を占めている入札談合の算定

率を高めることが可能となり，一層の犯罪抑

止がきていできるのではないかとおもわれる。
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数学注

真の式が

Y x u= +b ………………………………………………………………………………… �

であるのに，それを

Y bx cz e= + + ……………………………………………………………………………… �

で推計してしまった場合には，�最小次情報二乗法での b，cの係数は，それぞれ，

b
x z xz

xy z yz xz
2 2

2

=
-

-

!!!
!!!!

_ i
……………………………………………………………… �

c
x z xz

zy x yx xz
2 2

2

=
-

-

! !!
!!!!

_ i
……………………………………………………………… �

となる。このとき推計値 b が z を入れたためどのような影響を受けたかをみるには�に�を代入して期

待値を見ればよい。

E b E
x z xz

x xu z zx ux zx

2 2

2 2

=
-

+ + -b b

!!!
! ! ! ! !!J

L

K
KK

]
_

` _a
N

P

O
OO

g
i

j i k

ここで，xと uは無相関であるから， ( )E xu 0Σ = であり， ( )E b = bとなる。

同様の手続で，真の式が�の場合に�で推計した場合には，E b
x

zx
2

= +b c
!
!J

L

K
K]

N

P

O
Og となり，真の値 b から

外れて推計されることになる。


